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利潤率・実質賃金率・技術変化*
-固定設備を考慮して-

中　　谷

0.記号と仮定

[記号]

au,Ti;第i財1単位を生産するのに必要な第j財

(原材料もしくは固定設備の量)および直接労働量。

α31;第j財の耐用期間,正の整数。

W;貨幣賃金率.

Ri;労働者が賃金を支出して単位労働あたりに得る第

i財の量。

Pi;第i財1単位の価格。

[ノ仮定]

(イ). n部門

(ロ)すべての部門は直接労働の投入を必要とする。

tj>O forall i

(-)賃金前払いで,労働者は賃金所得全額を消費支
V.

出するo w-∑EjPj
J-1

(ニ)固定設備の能率は耐用期間全体に渡って一定。

(ホ)すべての固定設備はなんらかの財の生産に使用

される。

(へ)資本家によってのみ消費されるような財は存在

しない。

1.均等利潤率

以上の想定のもとで,置塩・中谷「利潤存在と剰余労

働-固定資本を考慮して-」 (『季刊理論経済学』第

26巻第2号, 1975年8月)では既に次のことが証明.され

ている。

(i)すべての部門で等しい利潤率は疾式で決定される。
n

Pi-∑<Pj(r)aijPj+ (1+r)Ttw (i-l, 2,～.サ) (1)
3-1

7も

W-∑ BjPj
J-1

但し

9j(r) - (l+r) "'/

<r.-1

2 (!+サ蝣)'

S=0

(2)

(3)

(ii) (1),(2)がPi>0なる条件のもとで,唯一の均

*　本稿作成にあたって指導を受けた置塩信雄教授

に感謝します。

武

等利潤率r>0をもつための必要十分条件は,剰余労働

が存在することである。すなわち,
n

l-^ Rjtj>0
1-1

但し,第i財1単位の価値tiは
n

ti -∑ (flijlα蝣j) tj+n
.1-1

より決まる。

(4)

(5)

直ちにわかるように,均等利潤率は1)技術係数atj,^i,

αt.2)実質賃金率Rjの2つの要因に依存して決まるO

これらの要因の変化が均等利潤率にどのような影響を与

えるかについて置塩『資本制経済の基礎理論』(創文社,

1965年)第3章は次のような命題を証明した。

(i)実質賃金率の上昇は均等利潤率を下落させる。

ここで実質賃金率の上昇というのは,

nn∑Rjq/>∑w
y-ii-i
を充たすような旧実質賃金率W,^2-,-??-"l
>-"71Jの新実質
賃金率(.Hi,Bi,蝣-,-RJ-の変化のことで,(2i-.?2-,

In")は旧実質賃金率のもとで均等利潤率を成立させる,

賃金単位で測った価格(qi=PtHである。

(ii)実質賃金率の上昇に対応して既知の生産技術の

中から有利な技術に転換(代替的技術変化)した場合にも

均等利潤率の低化は避けられない。しかしこのような技

術導入をおこなわない場合にくらべて利潤率低下の程度

は少ない。

(ill)実質賃金率が一定で,ある部門にそのときの価

樽で測って利潤率を高める新しい技術が導入(革新的技

術進歩)された場合,均等利潤率は必ず上昇する。

(iv)技術導入を行なう前の価格状態で有利な生産方

法は導入後に新しく成立する価格状態で測っても有利で

あるが1),その有利さの程度は減少する。

本稿では置塩『資本制経済の基礎理論』において固定

設備の存在を捨象して論証された上の詔命題が,それを

考慮に入れても成立することを示すo次に,均等利潤

1)導入前と後では均衡価格状態が異なっているの

でこのことは自明ではな、く論証を必要とする。
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率が成立せず,各部門の利潤率が互いに異なる場合,そ

れらは相互にいかなる関係にあるか,そしてある部門の

利潤率の上昇が他の部門の利潤率にいかなる影響を及ぼ

すかという問題について考える。

2.耐用期間,実質賃金率の変化と利潤率

固定設備を考慮した場合,利潤率の決定因として新た

に設備の耐用期間が加わるO　はじ糾こ次の命題を証明し

よう。

[命題1]固定設備の耐用期間が増大(減少)すれば,均

等利潤率は上昇(下落)する。

[証明] 1)と(2)を簡単に行列で表示すれば

</- (!十蝣)(A<p(r) q+v)

R'q-l

但し,

q′-(?1.22,蝣->?!サ)サA-[ォォ]. f′-(Tl,丁2, -.*蝣)>

<p(r) -

岨
1+㍗

0

0

・>サM

1+㍗
)

R′- C-Ki, i?2,～, Bn)

となる2>。 (6　よりqを求めれば

Q- 0-+r) { ^ (l+ryiA^(r)-]s　　　　(8)

を得る。いま,第k財を固定設備としてその耐用期間が

αkOからォ*(ォ*>αkO)に増大したとしよう。 αkOぉよび

fffcのときに成立する均等利潤率,価格をそれぞれ(r-,

<7-), (nす)とすれば
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なることに注意すれば蝣(9),(H)よりqO≧q-となる。仮

鬼(へ)より,第k財は少なくともひとつの貸金財(それ

を第∫財としよう)に対して直接あるいは間接の投入経

路をもつ。しかるに(10),(12)よりR'(qO-q)-Oである

から矛盾する。故にタ>r-証了)

atj,ztの減少が均等利潤率を高めることも命題1と同

様にして証明できる。すなわち労働生産性を高める(ti

を減少させる)技術が導入されると,実質賃金率を一定

とする限り必ず均等利潤率は上昇するのである3)。次に

実質賃金率の変化を考えよう。

[命題2]R'q->BO′qOなる実質賃金率の変化RO一点

は均等利潤率を下落させる。

[証明]実質賃金率変化前と変化後の均等利潤率,価格

(r-,qサ),(タ.ォ)は次式を充たす0

0-(l+rサ)(2(l+r-)[^(rl')]ォ
¥s=。

B-V-1(16

9-(1十タ)za+r-^f/)]3V(17)

¥s-1/
R'q-118

いまi:≧rOを仮定すれば(13)よりq-≧qOとなるから

虎′qo≦R'qを得る.他方.(16),(18)よりR'q-R-′qOだ

から,結局R'q-≦RO′qOとなり仮定に反する。故にi=<

γO。(証了)

以上よりR-≧BOの場合はもちろん,旧価格で測って

実質賃金率が上昇する場合には均等利潤率は下落するこ

とがわかる。

9--(l+rォ)2(l+rr[Af>(r
¥サ=。α-)]s(9)3.技術進歩と利潤率

R′ォー-1(10)ところで実質賃金率が上昇した状態で新たな均等利潤

ォ-(1十タ¥s=o　　　　　　　(ll)

R'q-l

となる。 i'≦rOを仮定する。

芸(笠碧)
(l+r)ォ

{!- (!+'・)α車
{(l+r)ォォーl一αir} >0

Pk (r, ak) -<pk(r, αkO)

r(1十r)"'-{l- (l+r)

率を成立させるように諸価格が変化すれば,貨幣賃金率

と諸価格の木目対比が変化するから,他に代替可能な生産

(12)　技術があり,その方が有利であるならば資本家たちはそ

のような生産方法に転換するであろう。

[命題3]実質賃金率の上昇に対応して,既知の技術集

合の中からより有利な生産技術を導入したときに成立す

る均等利潤率γ*は,そのような技術導入をおこなわな

forr>0,αi>l (13

笠竺<o
{(1+r)百蝣・-1} {(!+,-)サ・蝣-1)

14

2)本稿ではベクトルはすべて列ベクトルで定義し,

行ベクトルは右肩の記号`り"で表示する。

3)非基礎部門の存在を仮定すれば,非基礎部門に

そのような技術進歩が導入されても社会全体の均等利

潤率は不変である。非基礎部門に発生する超過利潤は

競争の結果消滅し利潤率は再び旧水準にまで低下する。

ここで非基礎部門というのは賃金財の生産に直接にも

間接にもかかわりをもたない部門のことであるが本稿

では仮定(へ)によりこのような部門の存在を無視して

いる。
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い場合の利潤率タに比して高いが,旧実質賃金率に対応　　仮定(へ)より新技術が導入された部門は少なくともひと

する均等利潤率roに此して低い。　　　　　　　　　　つの賃金財部門に対して直接あるいは間接の投入経路を

[証明]問題を定式化しよう　r¥タは次式から決まる。　　もつから

g--(l十)[^V(r　α10,～,α O)q-+T--]　(19)　　　qs>qs*for some s;賃金財

BO′g--l　　　　　　　　　　　　　　　(20)　しかるに(22),(25)よりR′(q-g*)-oであるから矛盾

q- (l+f)[A-v(f,α10,～, αn-)q+r-:　　(21)　する。故にr*>f。

R′9-1　　　　　　　　　　　　　　　(22)　　ロ) r->r*の証明(19),(26)より

ここで,虎0とR-の間には次の関係がある。

R′qO>属0′(23)

実質賃金率の上昇(23)に対応して導入される代替的技術

を(A*,α*17-'サαn>T)とすれば,r*は次式で決まるo
q*-(l+r*)」A*<p(r¥α1サ・蝣'サα*)q*+T*~J(24)

R'q*-l(25)

(r-,g-)の単とでは旧技術(A¥α10,∴・,α0-ON
n>T)の方が新技
術(A*,α1t'-tαn*,丁*)より有利であるが.(f.す)のもと

では逆に新技術の方が有利になることから

A-9{rα017蝣蝣'?αサー)fl-+rO
≦A*p(r-,α1i">αB*)gサ+r*(26)

A-9(チ,α01サ蝣-,αn)9+T-
≧A*(p(f,α1*,～,αn*)Q+T*(27)

である4)。証明すべき命矧まru>r*>タであるがru>戸

に既に示した。以下では順に,r*>ヂおよびr">rtを証

明しよう。

(イr*>戸の証明(24より

ォ'-(!十r*)(2(1

¥s=。十-*)s[A*9{rα1*,～,α.*)]ざ)T*

(28

21,27より

q-≧(1十テvs=。十f-YIA*綿α1*,～,αnーっi*y*

29

いまr*≦戸を仮定すると(28),(29)よりqJ≧q*を得る。

4)条件(26),27が利潤率についての有利・不利を

意味することは明らかである。たとえば26は旧価格
状態で計算した新技術(A*,α1*,-.,α*-*¥
i'T)の利潤率
がrOを上回らず,少なくとも抄とつの部門では下回
ることを直ちに意味する。すなわち.(1)式より利潤

率について次の2通りの表現が得られるが

rJhl^¥x差(1J-r¥a'-1

3i

s=0
qi-di-Ti　　　昔1　1

云aijij+'^i　　萱(l+r) s
i-i

0-tfij　(2) *

(2)*の意味での通常の資本利潤率の大小は, (1)*式

のEiの意味での「費用」の大小に対応しているO

qo≦(l+rサ) 2 (l+rサ)s[^*<p(r　α1*,～,αサ*)]'

30

いまrO≦r*を仮定すれば(30),(28)よりq*≧qOとなるが,

(イ)と同様の理由から　*>?s'なる賃金財Sが存在す

る。しかるに(20), (23), (25)よりR′(ォ"-ォ*)>Oとなる

から矛盾する。故にγ0>γ*。　　　　　　　　(証了)

実質賃金率の上昇は生産方法に変化がない場合はもち

ろん,既知の技術集合の中から新しい価格状態でより有

利な技術に転換した場合でも確実に均等利潤率をひき下

げる。その際,代替的技術の導入はそうでなければ更に

低下したであろう利潤率の下落を押しとどめる働きをす

る。

これまでは実質賃金率の上昇に伴って起こる代替的な

技術変化の影響をみた。次に実質賃金率一定のもとで資

本家が導入する技術革新の影響をみよう。

[命題4]実質賃金率一定で,生産費を下げる技術(革

新的技術進歩)が導入されると均等利潤率は必ず上昇す

る。

[証明]新技術導入前の均等利潤率,価椿を<v-,ォー),導

人後のそれを(チ.9)とすれば

q--(l+ro)[A'>9(r'>,α01J蝣・・>αn-)<t+T^
R'q--l

q-(l+f)[Aa>(f,ai,-,an)q+T^

R'q-l

但し,ふたつの技術について次の蘭係がある。

A"<p{r-,αle,～,αn-)Q"+^

≧A<pir-,alt蝣蝣蝣,an)qO+T

(31),(35)より

)
　
　
)
　
　
)
　
　
)

r
-
H
 
C
M
 
C
O
　
　
*
s
h

c

O

 

r

o

　

　

<

m

　

　

つ

J

(
　
　
(
　
　
(
　
　
(

35

qo≧(l+r-)(義{l+r-)s¥-A<p{r一,ォJ]Sテ

(36)

(33)より

ォ-(1十タ)2(1+^
¥s=。-ォ1.-・,屋n)Yテ(37)

ro≧戸を仮定すれば(36)(37)よりqO≧q-となり,仮定

(-)より少なくともひとつの賃金財については不等号が
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成立するO　これは(32), (34)に矛盾する.故にr"<f。

(証了)

実質賃金率一定のもとで新技術が導入された場合,そ

の新技術が仮に生産の有機的構成を高めるものであって

も均等利潤率は確実に上昇する。ここで生産の有機的構

成というのは-単位の生産に充用される「生きた労働」

に対する,いわゆる「死んだ労働」の比率のことであっ
n

て,たとえば第k部門の生産の有機的構成は∑akjtjlTk
J-1

である。いま第k部門の生産に必要な固定設備,原材料に

第k部門自身の生産物は含まれず,更にそれらの固定設

備,原材料の生産に直接的にも間接的にも第k部門の生

産物は物的な投入関係を持たないとしよう。すなわち第

k部門はすべての,部門と労働投入を通じてのみ結びつき

を持つ賃金財を生産する基礎部門とする.さて, Tkを除

くすべてのTiおよびA,αiを不変に保ち, TkだけをThO

からテkに減少させる新しい技術が現われたとする。そ

のような技術は明らかに上で定義した生産の有機的構成
V.

を高める。なぜならそのとき分子の∑ (l-kjtjは不変で
J-1

分母が減少するからである。しかしそのような技術の導

入は(35)を充たし,したがって第k部門がその技術を採

用した結果成立する均等利潤率は必ず上昇するのである。

さて旧価格状態で有利な技術を導入した結果,均等利

潤率は上昇するが,均等利潤率を成立させるように詔価

格が変化した状態においても,その技術は旧技術にくら

べてなお有利であろうかO　もしそうでなければ旧価格で

有利な技術Toは新価格状態では不利となり,再び旧技

術TAが選ばれる。旧技術TAのもとでは再びToが有

利になる等々という循環が生ずる。

[命題5]技術導入を行なう前の旧価格状態で有利な生

産方法は導入後に新しく成立する価格で測っても有利で

あるが,その有利さの程度は減少する。

[証鴫]まずはじめに設備の耐用期間(α1> "・'サαn)は一定

として, A,Tのみの変化を考えることにするOいま第k

部門に革新的技術進歩が導入されたとすると,導入前と

後の均等利潤率,価格は(32), (34)および次の3式から

決まる。

ォー- (1十r-)(AO<p (rO) qO+T-)　　　　　(38)

・<-(!+チ)(善?サォ.A十tAi*k　(39)

fc- (!+サ蝣)( 2誓毎>+rk　　(40)
新技術を旧価格で評価したときの利潤率戸は

・*---(l+チ) (真1+rl^<-+^　(41)

75

であり,旧技術を新しい価格で評価したときの利潤率ヂ

は

・*-(!十声)(差禁akj%+Tk-)(42)

で与えられる。さて,証明すべきことは次の2つである。

[l]f>ヂ蝣[2]戸<デ。この証明には帰謬法が有効であるO

[1]-[1]を香定するとデ≦デ(40),(42)より

ォ*>(蝣!+チ)(∑禁anfij+Tn"(43)

(39)(43)から

q-≧(1十干)S(i+^)s[^V(f)]s(44)

他方,38)より

¥s=o

を得るが,既に知っているようにf>r"であるから,q-

>qoでなければならないが,このことは(32),(34)に矛

盾する。故にテ>声.

[2]-(38)およびヂ>rOであることから

g-<(l十デ)(AV(Oォー+℡(46)

となるが,この第k式を(41)と入れかえ変形すると

qo≦(1+チ)Z(Hf)'^^]1
¥s=。テ(47)
但し,ここでA-,デはA",r-の第k行(要素)だけが異な

り他は同じ要素を持つ。他方(39),40から次式を得る。

q-(l+r)2(1
vs=o十一-)slA9(f)Tテ(48)

いま[2]が成立しないと仮定するとデ≧デ。既にr"<fは

知られているから(47),(48)よりq>qサを得て-[1]と

同様の推論で前提が棄却される。

次に耐用期間が変化する場合を考えようoいま第k固

定設備の耐用期間がαkOからaJkに変わり,その他の設

備の耐用期間およびA,Tは一定不変であるとしよう。

ごの場合,(31),(33)はそれぞれ

g--(l+r-)(^(rO,α*-)ォー+r)(49)

ォ-(!+戸X-M戸蝣;ah)q+T)(50)

となり.(41),42に対応する式はそれぞれ次のように

なる。

qo-乏(Aa>(r-,斤c)q-+T)

q--穿(A9 (チ, α*-) 9+*)

但し

(¥+rl1+デn巨A+*¥o

¥。'1+デn)

第k設備を直接必要とする部門石についてはヂi>r-で
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あること,そしてそれ以外の部門Jについてはヂ:J-r"で,

かつヂj-rであることは自明である。ここで証明すべき

ことは.[1]ヂ>デ,[2]f<チifori;at!c>0のふたつであ

る。

[1]-(14)を考慮すれば.akからαhOへの変化によっ

てのみ利潤率r<(fori;aik>0)が変化する場合,それは,

全て同一方向である。したがって[1]の否定は戸≦声i

(fori;ailc>0)を意味する。そのとき(52)を変形すると

次式を得る。

9^(1+戸¥s=or(S3)

他方.49から

g--(l+rO)[X0-+r-)'lA9>(rO,
vs=。α*-)]s)r(54)

となるが,(53),(54)およびrO<戸よりQ>Q"となり矛

眉する。

[2]-[2]の否定は上と同様にして戸≧チ4(fori;atlc>

0)を意味する(51)およびデ4-r-fori;alt.-0を考慮

すれば次式を得る。

qo≦(1+f)2(l+f)'[ip(rォ,5t)
¥s=。車(55)

soより

(l+f)'[Ap(y,afj,)]ォ(56)

となるが,テ>rOに注意するとq>qォとなり矛盾するO

(証了)

4.利潤率格差

これまでは,すべての部門で等しい利潤率が成立する

として,その均等利潤率が実質賃金率,技術変化といか

なる関係にあるかを検討してきた。しかし,通常は種々

の理由から部門間に利潤率椿差が存在している。いま,

第i部門の利潤率をriとすれば

nn
Pi-∑Pj{rl)aijpi+^i∑RjP3-(i+n)
i-i/-i

(i-l,2,--,n)(57)

となる。

1/(1十n)-β<pAri)aijl(1十rォ-5ォγi),

hjin)十*%Rj-f%j¥ri)

とすると57)より
71.

hPi- yi fii (ri) Pj
1-1

(58)

となるが, (58)がPi>0なる解を持つためには各部門

の利潤率は次の関係を充たさねばならない。
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riの関係について次のことが言える5).

[命題6]技術　実質賃金率を一定としてある部門が利

潤率を引上げれば他の詔部門のうち少なくともひ上つの

部門の利潤率は下落する6)0

[証明] (59)より

差芸*-o
ここで,

芸　3=1謡Fij
但し,

Ft　　の第(hj)要素に関する余因数

(13)およびβi-1/(1+r*)に注意すれば

∂'/*/ drt ∂

∂βi dβi∂ri (豊aォ) <o

(60

(61)

for αi>l, a{J>0, r{>0

また仮定(へ)より/ォ)がindecomposableであること

からFの余因数行列は正行列となる7).従って

鑑>O for all i
故に命題は成り立つ。　　　　　　　　　　(証了)

第k部門が生産物価格ゐ上昇もしくは原材料価格の引

き下げによって均等利潤率を上回る利潤率を得ており,

kを除く他の部門間で競争がおこなわれた結果, kを除

く詔部門について等しい利潤率デが成立したとしよう。

そのとき次のことが言える。

[命題7]技術,実質賃金率一定で,ある部門が均等利

潤率を上回る利潤率を獲得すれば,他部門で等しい利潤

率は均等利潤率を下回る8)。

[証明]定式化しよう　(31),(32)で決まるrOは,次の

式で決まるデに此して高い.

s- (l+rサ)債等害a-kjqj+Tk　(62)

5)固定設備を捨象した場合の命題6.7については

N. OkisMo, "Monopoly and the Rates of Pro丘t,"

Kobe University Economic Review, I, p. 155。

6)非基礎部門の存在を考慮しても,その非基礎部

門が他部門の生産に生産財として投入されないで,・資

本家によって専ら消費されるような財を生産する部門

でない限り,命題は成立する。

7)二階堂副包『現代経済学の数学的方法』(岩波書

店, 1960年)p.139参照。

8)問題の部門が非基礎部門であれば,他部門の等

しい利潤率はもちろん旧均等利潤率に等しい。
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守:-(!+') 2誓<K/?y+r* (i専k) (63)
n

1-∑ Rfij
J-l

rk>rォ

64

65

いま命題を香足してrO≦戸を仮定する(62),(63),(65)

およぴrO≦r-より

・*>(!十r-).s

^蝣=1票豊amj+u¥

(i-l,2,-;n)(66)

77

従って

q-≧　　¥s=o　　　　/　(67)

少なくとも第k部門については67)は不等号で成立す

る.他方(31)より

ff-- (l+r-) 2 (l+r--)*[^p(r-0)]'

(67),(68)よりq-≧qOとなり,仮定(へ)より少なくとも

抄とつの賃金財については?ォ>?/となる。これは(32),

(64)に矛盾するO故にrO>戸O

(京都大学経済研究所)


